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新型インフルエンザ等対策特別措置法における
都道府県行動計画とは・・・①（概要）
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新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）
第１条 この法律は、（～中略～）新型インフルエンザ等対策の実施に関する計画、新型イン

フルエンザ等の発生時における措置、新型インフルエンザ等まん延防止等重点措置、
新型インフルエンザ等緊急事態措置その他新型インフルエンザ等に関する事項につ
いて特別の措置を定めることにより、感染症法その他の法律と相まって、新型インフ
ルエンザ等に対する対策の強化を図り、もって新型インフルエンザ等の発生時にお
いて国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす影響が
最小となるようにすることを目的とする。

第7条
第1項

都道府県知事は、政府行動計画に基づき、当該都道府県の区域に係る新型インフ
ルエンザ等対策の実施に関する計画（以下「都道府県行動計画」という。）を作成する
ものとする。

特措法が制定され、当県では、「滋賀県新型インフルエンザ等対策行動計画」を
平成26年3月に策定している。

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）

第10条
第８項

都道府県は、予防計画を定め、又はこれを変更するにあたっては、医療法第30条
の４第1項に規定する医療計画又は新型インフルエンザ等対策特別措置法第7条第
1項に規定する都道府県行動計画との整合性の確保を図らなければならない。



新型インフルエンザ等対策特別措置法における
都道府県行動計画とは・・・②（感染症法予防計画との比較）

3

予防計画 行動計画

根拠法 感染症の予防及び感染症の患者に
対する医療に関する法律第10条

新型インフルエンザ等対策特別措置法第7条

対象
感染症

感染症法に規定された全ての感染症 感染症法に規定された
新型インフルエンザ等感染症
指定感染症
新感染症

記載
事項

感染症法第10条第2項
①発生の予防およびまん延の防止のための施策
②情報の収集、調査および研究
③検査の実施体制および検査能力の向上
④医療提供体制の確保
⑤移送体制の確保
⑥医療提供体制等の整備の各種目標値
⑦宿泊施設の確保
⑧外出自粛対象者の療養生活の環境整備
⑨知事の総合調整・指示の方針
⑩人材の養成および資質の向上
⑪保健所の体制の確保
⑫緊急時の対応

➡保健医療分野のみ

特措法第7条第2項
１．総合的な推進に関する事項
２．県が実施する措置に関する事項
①県内の発生動向調査
②情報の適切な方法による提供
③協力要請等まん延防止の措置
④医療従事者確保・医療提供体制確保の措置
⑤物資売渡し要請、住民生活、地域経済安定の措置
３．市町村行動計画、指定地方公共機関作成の業務
計画を作成する際の基準

４．実施体制に関する事項
５．他の地方公共団体等との連携に関する事項
６．その他知事が必要と認める事項

➡保健医療分野以外も有

いわゆる「新興感染症」に限定

平時からの
体制整備

有事の行動



政府行動計画改定に向けた意見のポイント①（中間とりまとめ資料より）
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政府行動計画改定に向けた意見のポイント② （中間とりまとめ資料より）
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政府行動計画改定に向けた意見のポイント③ （中間とりまとめ資料より）
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政府行動計画改定に向けた意見のポイント④ （中間とりまとめ資料より）
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特措法に基づく県の行動計画改定について①（有識者会議の設置）
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新型インフルエンザ等対策特別措置法

第７条
第３項

都道府県知事は、都道府県行動計画を作成しようとするときは、あらかじめ、感染
症に関する専門的な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴かなければな
らない。

第９項 第３項から前項までの規定は、都道府県行動計画の変更について準用する。

当県では、平成26年3月行動計画策定時に、有識者会議を開催し、
行動計画案を示した上で、有識者から助言を経て行動計画を策定

前回の計画策定時の有識者会議構成員

国立感染症研究所感染症疫学センター 滋賀弁護士会

滋賀県医師会 滋賀県市長会

滋賀県病院協会 滋賀県町村会

滋賀県薬剤師会 滋賀県社会福祉協議会

滋賀県医薬品卸協会 滋賀県商工会議所連合会

滋賀県保健所長会 滋賀県商工会連合会

京都大学 防災研究所

計 １３人



特措法に基づく県の行動計画改定について②（改定スケジュール１）
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県行動計画
改定期間

市町村行動計画
改定期間

現
時
点

令和７年度予定
県内の市町が

「市町村」行動計画を改定

令和6年度
「県」行動計画を改定



特措法に基づく県の行動計画改定について③（改定スケジュール２）

行動計画 有識者会議 連携協議会

令和6年
4月～6月 政府行動計画公表（6月）

骨子案作成

7月～9月 素案作成

第1回会議（8月）
（方向性検討・素案）

第1回協議会（9月上旬）
（保健医療分野集中審議）

10月～12
月

原案作成
パブリックコメント
（12月中旬～1月中旬）

第2回会議（11月）
（素案審議）

第2回協議会（10月下旬）
（保健医療分野確定）

令和7年
1月～3月 パブリックコメント反映

最終案作成（2月）

行動計画確定（3月）
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保健医療分野について、大幅
に変更する必要がある場合は、
再度協議会や部会を設けて、
検討する予定としております。


